
令和４年（１０～１２月）あさひかわ商工会  

小規模事業者景況調査報告書（第２８号） 

●北海道経済概況の推移（経済産業省北海道経済産業局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

●道北経済概況の推移（財務省北海道財務局旭川財務事務所） 

 令和４年７月 令和４年１１月 

総 括 判 断  持ち直しつつある。 持ち直しつつある。 

個 人 消 費  一部に弱さが見られるものの、緩やか
に持ち直しつつある。 

一部に弱さが見られるものの、緩やかに
持ち直しつつある。 

観 光 緩やかに持ち直している。 持ち直している。 

公 共 事 業  前年を上回る。 前年を下回る。 

住 宅 建 設  弱い動きとなっている。 弱い動きとなっている。 

雇 用 情 勢  持ち直しの兆しがみられる。 持ち直しの動きがみられる。 

 

●中小企業景況調査（独立行政法人 中小企業基盤整備機構） 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和４年７月 １２月 

総 括 判 断  持ち直しの動きに弱さがみられる 持ち直しの動きに弱さがみられる 

生 産 活 動  弱含みとなっている 弱含みとなっている 

個 人 消 費  一部に弱さが残るものの、持ち直しの動

きがみられる 
持ち直しの動きがみられる 

観 光 一部に持ち直しの兆しがみられる 緩やかに改善している 

公 共 工 事  減少している 減少した 

住 宅 建 設  弱い動きとなっている 一部に弱さが残るものの、持ち直しの

動きがみられる 

民間設備投資  増加している 増加している 

雇 用 動 向  弱い動きがみられる 緩やかに持ち直しの動きがみられる 

企 業 倒 産  件数、負債総額とも増加している 件数、負債総額とも増加した 

１ 

 

２０２２年１０－１２月期の全

産業の業況判断ＤＩは、（前期

▲19.5→）▲22.9（前期差3.4ポ

イント減）となり、２期連続して

にマイナス幅が拡大した。 

産業別にみると、製造業の業況

判断ＤＩは、（前期▲15.2→）

▲19.2（前期差4.0ポイント減）

と、２期連続してマイナス幅が拡

大した。また、非製造業の業況判

断ＤＩは、（前期▲21.0→）

▲24.0（前期差3.0 ポイント減）

と２期連続してマイナス幅が拡大

した。 



 

●あさひかわ商工会では、地域内小規模事業者の「景況確認」についての調査を令和４年１０月１日～

令和４年１２月３１日までの期間実施し、その概要を以下のとおりまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高 DI ＝ 売上増加企業割合 － 売上減少企業割合 
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業種別売上高ＤＩ値の推移

製造業 建設業 卸小売業 飲食業 生活関連サービス業 その他サービス業

全業種の売上高ＤＩ値は、△15 ポイントと前回調査より 32 ポイント減少した。 

業種別には、製造業が△40 ポイントと前回調査時 40 ポイント減少であった。建設業は、△7ポイント（14ポイン

トの減少）、卸小売業は、13 ポイント（20 ポイントの増加）、飲食業は、△63 ポイント（113 ポイントの減少）、生

活関連サービス業は、0ポイント（8 ポイントの減少）、その他サービス業は、△38 ポイント（38 ポイントの減少）

となった。 

全業種 DI  △１５ 

個人事業所 ４１ 件 

法人事業所  １８ 件 

合 計 ５９ 件 

 

業 種 件 数 

製造業 ５ 件 

建設業  １５ 件 

卸小売業 １５ 件 

飲食業 ８ 件 

生活関連サービス業 ８ 件 

その他サービス業 ８ 件 

合 計 ５９ 件 

   

24%

37%

39%

全業種の売上高DI値

増加した

同じ

低下した
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卸小売業
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新たな時代へ向けた事業の見直しと地域内連携（小規模企業白書より） 

 
①売上減少を契機とした事業見直しの取組状況 

 第 2-1-16図は、事業見直しに係る４分類別に、具体的な取組の実施状況を確認したものである。これを見

ると、市場浸透の取組である「既存製品・商品・サービスの情報発信の強化」に取り組んだ小規模事業者が

40.8％と最も多く、次に「既存製品・商品・サービスの向上」が 38.9％と続いている。 
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 第 2-1-17図は、事業見直しに係る４分類のうち、小規模事業者が取り組んだ事業見直しの分類数につ

いて確認したものである。これを見ると、７割以上が二つ以上に取り組んだことが分かる。また、二つ

の分類にまたがって事業見直しを行った取組の内訳を確認すると、「市場浸透＋新商品開発」が 61.6％と

最も高く、次に「市場浸透＋新市場開拓」が 24.2％と続いている。さらに三つの分類にまたがって事業

見直しを行った取組の内訳を確認すると、「市場浸透＋新商品開発＋新市場開拓」が 83.4％と大部分を占

めている。複数の分類にまたがって事業見直しを行った小規模事業者は、市場浸透を軸にした組み合わ

せが大半を占めることが分かる。 
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➁取組開始時期 

 第 2-1-18 図は、事業見直しの取組開始時期を確認したものである。これを見ると、感染症の流行により第一回

目の緊急事態宣言が発令された 2020年４月～６月を含む 2020 年上半期に開始した小規模事業者が 33.1％と最も

多く、半数以上が 2020 年下半期までに開始していたことが分かる。 

 

 

 

 第 2-1-19 図は、事業見直しの取組の開始時期別に最も力を入れて取り組んだ事業見直しの分類が何であったか

を確認したものである。これを見ると、2021年に入ると、多角化に取り組む割合が増えていることが見て取れ

る。感染症による影響が長期化する中、将来を見据えて多角化に踏み切った可能性がある。 
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